
 

  

 

 

第４次船橋市男女共同参画計画 

 

≪令和６年度事業評価報告書≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

船 橋 市 

 

（案） 

資料 2 



 



（１） 評価方法   ………………………………………………………………………………………

・船橋市男女共同参画推進委員会設置要綱　………………………………………………………

・第18期船橋市男女共同参画推進委員会委員名簿　………………………………………………

・船橋市男女共同参画庁内連絡協議会設置要綱　…………………………………………………

49

46

50

施策の体系　……………………………………………………………………………

事業一覧表（指標一覧）　………………………………………………………………

＜資料＞

（２） 評価結果　………………………………………………………………………………………

３．個別事業評価シート　………………………………………………………………………………

14

16

２．第４次船橋市男女共同参画計画の評価について

13

目　　　次

（３） 計画の期間　…………………………………………………………………………………… 1

（４） 計画の基本理念　……………………………………………………………………………… 1

（５） 基本計画　……………………………………………………………………………………… 1

2

3

１．第４次船橋市男女共同参画計画の概要

（１） 計画策定の趣旨　……………………………………………………………………………… 1

（２） 計画の性格　…………………………………………………………………………………… 1



 



 

１. 第４次船橋市男女共同参画計画の概要 

（１） 計画策定の趣旨 

本市では、男女が互いにその人権を尊重しつつ、共に責任を分かち合い、男性も女性も

個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現を目指し、平成 13

年から「船橋市男女共同参画計画（ｆプラン）」を策定し、様々な施策を実施してまいりまし

た。 

しかしながら男女共同参画社会の実現には、依然として残る固定的性別役割分担意識

の解消や、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進、配偶者等からの暴力の防

止等に継続して取組を進めていく必要があります。 

第３次船橋市男女共同参画計画の計画期間が令和３年度で終了したことから、基本的

には第３次計画を踏襲しつつ、目標を「人権が尊重され、男女が平等である社会」と定め、

国、県の計画を参考に、「第４次船橋市男女共同参画計画（ｆプラン）」を策定しました。 

 

（２） 計画の性格 

「男女共同参画社会基本法」に基づく本市における男女共同参画社会の形成を促進す

るための基本となる計画です。 

また、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく市町村推進計画及

び「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に基づく市町村基本計

画として位置づけます。 

 

（３） 計画の期間 

令和４年度から令和８年度までの５年間です。 

なお、今後の社会情勢の変化や施策の進捗状況等に応じて、必要な見直しを行うもの

とします。 

 

（４） 計画の基本理念 

①男女の人権の尊重 

②社会における制度又は慣行についての配慮 

③政策等の立案及び決定への共同参画 

④家庭生活における活動と他の活動の両立 

⑤国際的協調 

 

（５） 基本計画 

「人権が尊重され、男女が平等である社会」を目標とし、４つの課題を掲げています。 

課題Ⅰ 男女が共に活躍できる環境づくり 

課題Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

課題Ⅲ 配偶者等からの暴力の根絶 

課題Ⅳ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備 

これらの課題に即した方針、方策、方策の方向性を設定し、事業として186事業を掲げ

ております。 
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方針 方策課題目標

施策の体系

⑦生活上の困難に直面する女性等へ

の支援

⑫相談・支援体制の充実

⑬被害者の安全確保と自立支援

①市における女性の参画拡大

②企業における女性の参画拡大

③地域における女性の参画拡大

④多様で柔軟な働き方を可能にする

ための支援と制度の周知

⑤仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・
バランス)の推進

⑨高齢者、障害者、外国人が安心して

暮らせる環境整備

⑩男女共同参画の視点に立った防災

体制の確立

⑪暴力根絶のための予防啓発・教育

⑭育児支援の充実

⑮介護支援の充実

⑰男女共同参画に関する教育・学習

の機会の充実

⑥ハラスメントが行われない職場づく

りの促進

⑧性の多様性に関する理解の促進と
支援

⑯男女共同参画推進のための啓発・

相談

4 女性に対する暴力の予

防と根絶のための基盤

づくり

6 育児・介護の支援基盤

の整備

7 男女共同参画推進の

ための意識改革、理解

の促進

3 誰もが安心して暮らせ

る環境の整備

5 配偶者等からの暴力

の防止及び被害者の

保護等の推進

1 政策･方針決定過程へ

の女性の参画の拡大

2 雇用等における男女共

同参画の推進と仕事と

生活の調和（ワーク・ラ

イフ・バランス）

計画の総合的・効果的な推進

Ⅰ男女が共に活
躍できる環境
づくり

Ⅳ男女共同参画
社会の実現に
向けた基盤の
整備

Ⅱ安全・安心な
暮らしの実現

人

権

が

尊

重

さ

れ

、

男

女

が

平

等

で

あ

る

社

会

★…女性活躍推進法に基づく市町村推進計画
☆…ＤＶ防止法に基づく市町村基本計画

★

★

☆

☆

Ⅲ配偶者等から
の暴力の根絶

★
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※「-」は指標名、目標年度を定めていない事業

※次期計画策定の参考とするため、次期計画施行年度（令和９年度）の一昨年度（令和７年度）を目標値とする

方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度※
（令和7年度）

開始年度
（令和4年度）

今年度
（令和6年度）

1
市職場における管理監督職へ
の女性の積極的登用

人事課
市職場における管理監督職への女性の積
極的登用

課長補佐級以
上（6級以上）
の職に占める
女性の割合

22.0% 21.0% 23.8%

2
市職場における女性職員の
キャリア形成のための研修

人事課 研修の実施 - - - -

消防局総務課
職員採用説明会にて女性消防吏員の活躍
をアピール

採用試験受験
者数における
女性受験者数

の割合

8.0% 5.5% 7.7%

消防局総務課
職員募集ポスターやチラシを作成する際、
積極的に女性消防吏員を起用し、女性活
躍をＰＲ

採用試験受験
者数における
女性受験者数

の割合

8.0% 5.5% 7.7%

市民協働課 情報誌等での啓発
審議会等にお
ける女性委員

の登用率
40.0% 31.6% 30.8%

総務法制課 女性委員の積極的な登用の推進 - - - -

農業委員会
事務局

農業委員会広報誌（農委だより）での周知 発行回数 2回 2回 2回

農業委員会
事務局

関連団体への協力依頼 - - - -

農業委員会
事務局

農業委員会委員との情報連携 - - - -

市民協働課 講座等の開催
定員に対する
参加人数の

割合
90.0% 96.7% 112.5%

商工振興課 セミナー開催 開催回数 1回 1回 1回

7
企業における女性活躍推進
法、行動計画策定の周知

商工振興課 ホームページへの事業掲載 - - - -

自治振興課 町会・自治会活動への参加の促進
自治会加入

世帯数
210,000世帯 206,870世帯 203,560世帯

自治振興課
町会・自治会の意思決定過程への女性参
画の促進

- - - -

9
市民活動団体における女性の
参画の促進

市民協働課 市民活動サポートセンター運営協議会

①運営協議会
における女性
委員の比率
②サポートセ
ンター登録団
体における女
性会員比率

①30.0％
②60.0％

①21.4％
②50.1％

①20.0％
②49.3％

10
「ふなばし市民力発見サイト」
の運営

市民協働課 「ふなばし市民力発見サイト」の運営 登録件数 620件 593件 470件

11
市が主催する事業への保育ヘ
ルパー派遣

市民協働課 市が主催する事業への保育ヘルパー派遣 派遣回数 100回 13回 61回

12
公民館での講座の開催（女性
の社会参加に資する講座）

公民館
公民館での講座の開催
（女性の社会参加に資する講座）

事業数
延参加者数

30事業
延3,000人

2事業
延297人

1事業
延687人

女性の登用拡大と女
性職員のキャリア形
成を支援する研修を
実施する

3
女性消防吏員の採用拡大に
向けた積極的な広報等の取組

市が設置する審議会
等への女性の参画を
積極的に推進する

4
市が設置する審議会等への積
極的な女性委員の参画の促
進

① 市におけ
る女性の
参画拡大

③ 地域にお
ける女性
の参画拡
大

女性が積極的に地域
活動に参画できる環
境づくりを行う

8
町会・自治会の意思決定過程
への女性参画の促進（町会・
自治会への参加の促進）

女性の社会参加促
進のための支援を行
う

5
農業委員会委員への積極的
な女性委員の参画の促進

② 企業にお
ける女性
の参画拡
大

女性の積極的な登用
に向けて啓発活動を
行う

6
企業における女性の活躍推進
のための講座等の開催

事業一覧表（指標一覧）
課題Ⅰ 男女が共に活躍できる環境づくり

政策・方針決定過程への女性の参画の拡大方針1
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度※
（令和7年度）

開始年度
（令和4年度）

今年度
（令和6年度）

13
市職場における育児・介護休
業制度の周知・普及

人事課
市職場における育児・介護休業制度の周
知・普及

周知・普及 100.0% 100.0% 100.0%

14
各種法令・制度の周知のため
の講座等の開催

市民協働課 講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0% 122.5% 56.7%

15
男女の雇用機会均等を図るた
めの企業・雇用主向け講座等
の開催

市民協働課 講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0% 122.5% 125.0%

商工振興課 リーフレットの配布等 - - - -

地域保健課
母子健康手帳交付及び保健師等による妊
婦面談相談

妊婦面談率 100.0% 100.0% 99.9%

商工振興課 起業を支援するためのセミナー開催 平均参加者数 30人 21人 19人

商工振興課 再就職を支援するためのセミナー開催 平均参加者数 20人 29人 30人

18
ワーク・ライフ・バランス推進の
ための講座等の開催

市民協働課 講座等の開催
定員に対する
参加人数の

割合
90.0% 122.5% 97.5%

市民協働課 講座等の開催
定員に対する
参加人数の

割合
90.0% 122.5% 125.0%

商工振興課 セミナー開催 開催回数 1回 1回 1回

20
企業・雇用主に向けた労働局
等からの情報の周知

商工振興課 リーフレットの配布等 - - - -

21
男性の子育てへの参画促進
のための講座等の開催

市民協働課 講座等の開催
参加者総数のう
ち男性の参加率

50.0% 0.0% 80.0%

22 パパ・ママ教室の開催 地域保健課 パパ・ママ教室 参加人数 2,880人 944人 1,666人

男性の育児休業の
取得を促進する 23

市職場における男性の育児休
業取得促進

人事課 市職場における男性の育児休業取得促進
1週間以上取得
率（R5.8に指標

変更）
85.0%

51.4%
（取得率）

89.3%

男性の介護への参
画を促進するための
情報や学習機会を提
供する

24
男性の介護への参画促進の
ための講座等の開催

市民協働課 講座等の開催
参加者総数のう
ち男性の参加率

50.0% 60.0% 38.5%

不妊治療と仕事の両
立を支援する 25 不妊専門相談 地域保健課 不妊・不育専門相談 相談件数 48件 16件 10件

26
市職場におけるハラスメント防
止のための研修

人事課 研修の実施 - - - -

27
ハラスメント防止のための講座
等の開催

市民協働課 講座等の開催
定員に対する
参加人数の

割合
90.0% 122.5% 56.7%

男性の子育てへの参
画を促進するための
情報や学習機会を提
供する

⑥ ハラスメン
トが行わ
れない職
場づくりの
促進

ハラスメントに関する
認識を深め、被害防
止に向けて情報提供
や意識啓発を行う

男女雇用機会均等法、育児・
介護休業法等の制度の周知

17

⑤ 仕事と生
活の調和
（ワーク・
ライフ・バ
ランス）の
推進

ワーク・ライフ・バラン
スの必要性につい
て、企業等への意識
啓発や学習機会を提
供する

19

④ 多様で柔
軟な働き
方を可能
にするた
めの支援
と制度の
周知

多様で柔軟な働き方
や各種法令・制度の
周知を図り、学習機
会を提供する

16

ワーク・ライフ・バランス推進の
ための企業・雇用主向け講座
等の開催

女性の起業・再就職を支援す
るための講座等の開催

雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）方針2
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度※
（令和7年度）

開始年度
（令和4年度）

今年度
（令和6年度）

こども家庭
支援課

パソコン技能習得講習
就職準備・離転職セミナー
資格取得講習会

受講人数 260人 109人 61人

こども家庭
支援課

高等職業訓練促進給付金 受給人数 15人 16人 8人

こども家庭
支援課

自立支援教育訓練給付金 受給人数 10人 7人 7人

こども家庭
支援課

母子・父子自立支援プログラム 策定件数 50件 30件 18件

こども家庭
支援課

高等学校卒程度認定試験合格支援事業 受給人数 1人 0人 0人

29
母子・父子自立支援員による
ひとり親家庭の相談

こども家庭
支援課

母子・父子自立支援員によるひとり親家庭
の相談

相談件数 8,000件 9,002件 7,191件

30
母子生活支援施設での保護・
支援

こども家庭
支援課

母子生活支援施設での保護・支援 - - - -

こども家庭
支援課

養育費に係る法律相談 相談人数 96人 78人 48人

こども家庭
支援課

養育費等に係る周知啓発セミナー 受講人数 40人 7人 5人

こども家庭
支援課

公正証書等作成補助制度 受給人数 20人 33人 19人

こども家庭
支援課

養育費に係る保証料補助制度 受給人数 3人 3人 0人

こども家庭
支援課

（面会交流支援事業補助制度）親子交流
支援事業補助制度

利用件数 4件 4件 4件

商工振興課 起業を支援するためのセミナー開催 平均参加者数 30人 21人 19人

商工振興課 再就職を支援するためのセミナー開催 平均参加者数 20人 29人 30人

33
住居確保給付金の支給（生活
困窮者自立支援制度）

地域福祉課 住居確保給付金の支給 支給延月数 324月 315月 123月

34
学習支援事業（生活困窮者自
立支援制度）

こども家庭
支援課

学習支援事業
参加者数
進学率

360人
100％

326人
100％

318人
100％

35
就労準備支援事業（生活困窮
者自立支援制度）

地域福祉課 就労準備支援事業
利用件数
就労者数

11件
3人

11件
3人

10件
6人

商工振興課
ふなばし地域若者サポートステーション事
業

各年度の新規
登録者数に対
する就職率

60.0% 81.5% 67.3%

商工振興課 ジョブカフェちばとの連携事業 - - - -

困難を抱える人へ
の、多様な主体間の
連携による支援を行
う

37 就労支援事業 生活支援課 就労支援事業

被保護者就労
支援事業に参
加し、就労に
繋げた者の数

40人 44人 39人

38
性的少数者の理解のための
講座等の開催

市民協働課 講座等の開催
定員に対する
参加人数の

割合
90.0% 46.7% 56.7%

39 リーフレット等による周知 市民協働課 リーフレット等の配布
リーフレット配
布等による
周知回数

3回 4回 4回

40
性的少数者の理解のための
教職員研修

総合教育
センター

教職員を対象とした研修
アンケートによ
る満足度調査

90.0% 100% 100%

性的少数者を支援す
る 41

性的少数者支援のための交
流会等の開催

市民協働課 交流会の開催 開催回数 6回 6回 6回

⑧ 性の多様
性に関す
る理解の
促進と支
援

性的少数者への理
解の促進を図る

生活上の
困難に直
面する女
性等への
支援

ひとり親家庭等に対
して、自立のための
支援を行う

28
ひとり親家庭等に対する就業
自立支援事業

31
養育費の取り決め等を促進さ
せる周知・啓発や支援

32

若年無業者就労支援事業

⑦

女性の起業・再就職を支援す
るための講座等の開催

若年無業者等が経
済的に自立すること
ができるように就労・
学習支援を行う

36

安全・安心な暮らしの実現課題Ⅱ

誰もが安心して暮らせる環境の整備方針3
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度※
（令和7年度）

開始年度
（令和4年度）

今年度
（令和6年度）

42
ひとり暮らし高齢者等見守り活
動支援事業

高齢者福祉課
あったか訪問助成事業及び声の電話訪問
助成事業（ひとり暮らし高齢者地域交流会
補助事業は補助停止中）

登録者数 1,380人 1,765人 1,261人

地域包括ケア
推進課

船橋市高齢者虐待防止等ネットワーク運
営委員会

運営委員会
開催回数

１回 1回 1回

地域包括ケア
推進課

船橋市高齢者虐待防止等ネットワーク担
当者会議

担当者会議
開催回数

6回 5回 6回

44
 船橋市社会福祉協議会が実施す
る「高齢者等の生きがいづくりや交
流事業」に対する支援

地域福祉課 ミニデイサービス事業 実施回数 650回 412回 616回

45
公民館での講座の開催(高齢
者対象事業）

公民館
公民館での講座の開催
(高齢者対象事業）

事業数
延参加者数

130事業
延40,000人

130事業
延21,644人

143事業
延33,492人

消費生活
センター

老人福祉センター定期出張相談 実施回数 56回 54回 53回

消費生活
センター

まちづくり出前講座 実施回数 24回 12回 17回

47
高齢者の消費者被害防止の
ための研修

消費生活
センター

民生児童委員等消費生活研修会 実施回数 5会場+動画配信 5会場+動画配信 4会場+動画配信

48
消費者安全確保地域協議会
の開催

消費生活
センター

消費者安全確保地域協議会 実施回数 2回 1回 1回

49
高齢男女の就業促進、能力開
発のための支援

商工振興課 講座等の開催 平均参加者数 20人 4人 開催せず

障害福祉課 市職員への周知・啓発 - - - -

障害福祉課 市民への周知・啓発

障害者週間記
念事業の来場
者（船橋市民）
の理解促進度

100% 89.6% 86.8%

51 就労支援事業 障害福祉課 就労支援事業 就職件数 32件 27件 37件

52 障害者就労支援事業 商工振興課 障害者就労支援事業
イベント

開催回数
1回 1回 1回

53
外国人採用に関する支援制度
等の周知

商工振興課 ホームページへの事業掲載 - - - -

国際交流課
外国人住民向け多言語生活情報紙「ようこ
そ・ふなばし」の発行

発行部数 4,800部 4,800部 4,800部

国際交流課 外国人総合相談窓口 相談件数 2,600件 2,948件 3,721件

55 日本語教室の開催 国際交流課 日本語教室の開催 受講者数 300人 283人 356人

56
地域防災力向上のための講
座等の開催

危機管理課 地域防災リーダー養成講座 講座参加者数 250人 132人 205人

57 自主防災組織等の活動促進 危機管理課
自主防災組織の結成・活動促進
自主防災組織補助金交付

自主防災組織
の結成率

64.0% 58.6% 56.4%

58
男女共同参画の視点からの災
害時に効果的な取組事例の共
有

市民協働課
男女共同参画の視点からの災害時に効果
的な取り組みを市民に周知

回数 1回 1回 3回

59
男女共同参画の視点に立った
防災講座の開催

市民協働課 講座等の開催
定員に対する
参加人数の

割合
90.0% 80.0% 83..8

防災の現場における
女性の参画拡大 60

消防団への女性の積極的な
入団の促進

警防課 消防団への女性の積極的な入団を促進
女性消防団員
の入団促進

2人 5人 1人

50
障害者差別解消のための啓
発

障害者の就労を支援
する

外国人を対象とした
相談や学習機会を提
供する

54
多言語での情報提供や相談
体制の充実

高齢者虐待防止のための取
組

46
高齢者の消費者被害防止の
ための相談や学習の機会の
提供

障害を理由とする差
別を解消するための
啓発を行う

地域で暮らす高齢者
が安心して生活でき
るよう支援を行う

43

⑨ 高齢者、
障害者、
外国人が
安心して
暮らせる
環境整備

⑩ 男女共同
参画の視
点に立っ
た防災体
制の確立

災害時に男女共同参
画の視点に立った避
難所運営等ができる
よう、平常時からの
取組を行う
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度※
（令和7年度）

開始年度
（令和4年度）

今年度
（令和6年度）

61
ホームページ・情報誌・広報誌
等による周知

市民協働課
ホームページ・情報誌・広報誌等による周
知

掲載回数 10回 10回 13回

62
DVやデートDV防止のための
講座等の開催

市民協働課 講座等の開催
定員に対する
参加人数の

割合
90.0% 25.0% 160.0%

63 防犯灯の整備 自治振興課 防犯灯の整備 防犯灯総灯数 42,154灯 41,897灯 42,085灯

64
地域の自主防犯活動等の防
犯対策の推進

市民安全
推進課

防犯パトロール隊支援物資の支給
自主防犯パト
ロール隊の

結成率
56.3% 55.2% 54.7%

65 市内巡回による犯罪の抑止
市民安全
推進課

市民安全パトロール - - - -

66
犯罪被害者支援のため知識・
技能を向上させることを目的と
した研修への職員参加

市民安全
推進課

県主催等の犯罪被害者支援のための研修
への職員参加

研修参加人数 4人 1人 1人

67
性犯罪や性暴力被害者のた
めの相談・支援情報を周知

市民協働課 ホームページ・情報誌等による周知 掲載回数 2回 3回 3回

68 市民法律相談・生活相談
市民の声を

聞く課
市民法律・生活相談

土曜日におけ
る法律相談及
び生活相談の

実施

法律相談月2回
生活相談月1回

法律相談月2回
生活相談月1回

法律相談月2回
生活相談月1回

市民協働課 女性の生き方相談 相談件数 384件 243件 352件

市民協働課 男性の生き方相談 相談件数 163件 143件 144件

市民協働課 女性のための法律相談 相談件数 180件 107件 132件

市民協働課 相談カードの配布 配布枚数 6,600枚 7,680枚 7,980枚

市民協働課 広報による周知 掲載回数 12回 12回 12回

71 女性相談
こども家庭

支援課
女性相談 - - - -

72 相談員の研修への派遣
こども家庭

支援課
相談員の研修への派遣 派遣回数 20回 22回 18回

73 家庭児童相談
児童相談所
開設準備課

家庭児童相談及び児童虐待相談 - - - -

児童相談所
開設準備課

児童相談啓発
配布枚数
掲示枚数

児童相談啓発
カード35,500枚配

布
児童相談啓発ポ
スター700枚掲示

カード35,500枚
配布

ポスター700枚
掲示

カード0枚配布
ポスター498枚

掲示

児童相談所
開設準備課

児童虐待防止啓発 掲示枚数
児童虐待防止
啓発ポスター
3,500枚掲示

3,500枚掲示 3,562枚掲示

児童相談所
開設準備課

家庭児童相談室の周知 配布枚数
家庭児童相談
室リーフレット
1,000枚配布

40部
配布枚数は未

把握

75
様々な悩みに対応する相談窓
口の周知

健康政策課
「ひとりで悩まず相談を…」無料相談窓口
の周知

- - - -

76 ＳＮＳ相談事業 地域保健課 SNS相談＠船橋 - - - -

70
相談カードの配布等による相
談窓口の周知

暴力の加害者にも被
害者にもならないよ
う、啓発活動を行うと
ともに、学習機会を
提供する

暴力がないまちづくり
を進める

⑫ 相談・支
援体制の
充実

相談業務の充実を図
る

74 児童虐待防止に係る啓発

⑪ 暴力根絶
のための
予防啓
発・教育

69
生き方相談・女性のための法
律相談

課題Ⅲ 配偶者等からの暴力の根絶

方針4 女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度※
（令和7年度）

開始年度
（令和4年度）

今年度
（令和6年度）

こども家庭
支援課

被害者の一時保護 - - - -

こども家庭
支援課

緊急一時支援 - - - -

こども家庭
支援課

個人情報の保護及び情報セキュリティの
研修実施

開催回数 2回 2回 2回

こども家庭
支援課

情報管理の徹底 開催回数 1回 1回 5回

こども家庭
支援課

住民基本台帳の閲覧等の制限 - - - -

79
自立支援のための情報収集と
情報提供

こども家庭
支援課

自立支援のための情報収集と情報提供 - - - -

80
ＤＶに関する職員研修会の開
催

こども家庭
支援課

ＤＶに関する職員研修会の開催 開催回数 1回 1回 1回

81
民間支援団体との連携につい
ての研究

こども家庭
支援課

民間支援団体との連携についての研究 - - - -

82
「船橋市要保護児童及びDV対
策地域協議会」における連携

児童相談所
開設準備課

「船橋市要保護児童及びDV対策地域協議
会」における連携

- - - -

被害者の一時保護

78 情報管理の徹底

被害者の自立支援と
関係機関との連携を
行う

⑬ 被害者の
安全確保
と自立支
援

被害者の安全確保を
図る

77

方針5 配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度※
（令和7年度）

開始年度
（令和4年度）

今年度
（令和6年度）

83
スクールソーシャルワーカー配
置事業

総合教育
センター

スクールソーシャルワーカー配置事業 派遣申請数 200件 140件 319件

84 ふなばし健康ダイヤル24 健康政策課 ふなばし健康ダイヤル24 - - - -

こども政策課 ふなっこナビ（子育て応援・情報サイト） アクセス件数 520,000件 462,429件 381,812件

こども政策課 ふなっこアプリ（子育て応援・情報アプリ） 累計ユーザー数 24,600人 14,570人 18,959人

こども政策課
子育て情報誌「ふなばし子育てナビゲー
ション」の発行

アクセス件数 3,200件 2,992件 2,123件

地域子育て
支援課

ふなっ子メールの配信 登録者数 17,000人 16,585人 20,294人

86 家庭児童相談
児童相談所
開設準備課

家庭児童相談及び児童虐待相談 - - - -

地域子育て
支援課

子育て支援コーディネーターの子育てに関
する情報提供・相談業務

地域子育て支援
課子育て支援
コーディネー
ターの情報提
供・相談件数

2,400件 2,341件 2,312件

地域子育て
支援課

子育て支援センター・児童ホームの子育て
相談業務

相談件数 18,000件 19,773件 19,713件

88 子どもの発達に関する相談 療育支援課 子どもの発達に関する相談業務 相談件数 10,000件 9,973件 9,476件

指導課 児童生徒へのカウンセリング

学校評価の保
護者アンケー
トにおける教

育相談体制の
肯定的評価

80.0%
80％以上評価

校47校
80％以上評価

校47校

指導課 保護者へのカウンセリング

学校評価の保
護者アンケー
トにおける教

育相談体制の
肯定的評価

80.0%
80％以上評価

校47校
80％以上評価

校47校

指導課 教職員へのコンサルテーション

学校評価の保
護者アンケー
トにおける教

育相談体制の
肯定的評価

80.0%
80％以上評価

校47校
80％以上評価

校47校

90 教育相談
総合教育
センター

教育全般に関する相談事業
アンケートによ
る満足度調査

95.0% 94.1% 97.0%

91 家庭教育相談 青少年課 家庭教育相談
相談件数

（電話、面接）
80件 78件 92件

92
１８歳までのお子さんや、妊娠
期から子育て期の保護者から
の相談

児童相談所
開設準備課

18歳までのお子さんや、妊娠期から子育て
期の保護者からの相談

相談件数 2,800件（延数） 2,630件 1,748件

93 マザーズハローワークの周知 商工振興課 リーフレットの配布等 掲載回数 12回 12回 12回

89
市立全小学校・高等学校にお
けるスクールカウンセラーの配
置

⑭ 育児支援
の充実

相談業務・情報提供
の充実を図る

85 子育てに関する情報の発信

87 子育て相談

男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備課題Ⅳ

育児・介護の支援基盤の整備方針6
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度※
（令和7年度）

開始年度
（令和4年度）

今年度
（令和6年度）

94
待機児童の解消に向けた保育
所等の整備

保育運営課 保育需要に応じた受け皿の確保 待機児童数 0人 9人 34人

95 放課後ルーム事業
地域子育て

支援課
放課後ルーム事業 - - - -

96
ファミリー・サポート・センター
（育児）事業

地域子育て
支援課

ファミリー・サポート・センター（育児）事業
協力会員の
登録人数

620人 618人 594人

97
子育て短期支援事業（ショート
ステイ）

地域子育て
支援課

子育て短期支援事業（ショートステイ） - - - -

98 家庭的保育への巡回 保育運営課 家庭的保育への巡回 - - - -

保育運営課 発達支援保育に関する相談 - - - -

保育運営課 発達支援保育の説明および体験保育 - - - -

保育運営課 他機関と調整を図りながら育児支援 - - - -

保育入園課 一時預かり事業（一般型） 延べ利用人数 18,260人 15,899人 17,949人

保育入園課 一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ） 延べ利用人数 142,179人 153,283人 181,213人

保育入園課 休日保育事業 延べ利用人数 641人 555人 532人

101 病児・病後児保育事業 保育入園課 病児保育事業 延べ利用人数 1,262人 1,174人 1,395人

102
認可外保育施設通園児補助
金

保育入園課 認可外保育施設通園児補助金 - - - -

学務課 施設等利用給付事業 - - - -

学務課 実費徴収に係る補足給付事業 - - - -

保育入園課 子育てのための施設等利用費の支給 - - - -

104
保育所での講座や教室の開
催

保育運営課 育児講座の開催 - - - -

105
公民館での講座の開催（就学
時健診等における子育て学
習）

公民館
公民館での講座の開催
（就学時健診等における子育て学習）

満足度数 80.0%
51事業延4,766人
※満足度数未測

定
98.0%

106
公民館での講座の開催（家庭
教育セミナー）

公民館
公民館での講座の開催
（家庭教育セミナー）

家庭教育セミ
ナー開設学級数

34学級
35事業

延2,102人
29学級

延3,611人

107
公民館での講座の開催（子育
て支援事業）

公民館
公民館での講座の開催
（子育て支援事業（子育てサロン））

事業数
延参加者数

70事業
延12,000人

45事業
延3,854人

40事業
延7,245人

108
地域における子育て支援のた
めの講座等の開催

市民協働課 講座等の開催
定員に対する
参加人数の

割合
90.0% 80.0% 87.8%

109
子育て支援センター・児童ホー
ム事業

地域子育て
支援課

子育て支援センター・児童ホーム事業 来館者数 490,000人 637,969人 776,855人

110
船っ子教室（放課後子供教室）
推進事業

青少年課 船っ子教室（放課後子ども教室）推進事業
全児童数に対する

平均利用者数
（日）の割合

7.0%
（令和6年度）

4.9% 6.7%

111

船橋市社会福祉協議会が実
施する「子育てする親が地域
で交流する事業」に対する支
援

地域福祉課 子育てサロン事業 実施回数 430回 310回 338回

112
地域の自主防犯活動等の防
犯対策の推進

市民安全
推進課

防犯パトロール隊支援物資の支給
自主防犯パト
ロール隊の

結成率
56.3% 55.2% 54.7%

113 市内巡回による犯罪の抑止
市民安全
推進課

市民安全パトロール - - - -

市民安全
推進課

交通安全計画の推進 - - - -

保育運営課
各保育施設の周辺道路等に関する調査・
相談

- - - -

幼児教育・保育の無償化

子育てに関する学習
機会を提供する

地域における子育て
支援事業の充実を図
る

子どもの安全な通学
経路等を確保する

114
交通事故防止のための交通
安全対策の推進

多様なニーズに対応
した保育等サービス
の充実を図る

99 発達支援保育の実施

100 一時預かり・休日保育事業

103

⑭ 育児支援
の充実
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度※
（令和7年度）

開始年度
（令和4年度）

今年度
（令和6年度）

115 介護保険制度の周知 介護保険課 介護保険制度の周知
ガイドブックの

発行部数
35,000部 35,000部 35,000部

116 やすらぎ支援員訪問事業 高齢者福祉課 やすらぎ支援員訪問事業 登録者数 80人 61人 76人

117
ファミリー・サポート・センター
（介護）事業

高齢者福祉課 ファミリー・サポート・センター（介護）事業
利用会員数
協力会員数
利用件数

755人
180人

1,700件

597人
180人

1,213件

605人
174人

2,051件

118 一時介護料の助成 障害福祉課 心身障害者一時介護料の助成 - - - -

119 施設等への短期入所支援 障害福祉課 施設等への短期入所 実利用者数 176人／月 121人/月 172人/月

120 日中一時支援 障害福祉課 障害者等日中一時支援 実利用者数 872人 615人 692人

121
障害者（児）総合相談支援事
業

障害福祉課 障害者（児）総合相談支援事業 相談回数 34,250回 22,408回 22,524回

122
生活・介護支援サポーター事
業

高齢者福祉課 生活・介護支援サポーター事業

サポーター登録
人数

派遣利用者数
（高齢者宅）
派遣利用数

（介護施設数）

275人

670人

10施設

262人

536人

10施設

250人

481人

10施設

123
生活支援コーディネーターの
配置

地域福祉課 生活支援コーディネーター配置事業
たすけあいの

会団体数
66団体 57団体 51団体

124 地域福祉支援員の配置 地域福祉課 地域福祉支援員配置事業
たすけあいの

会団体数
66団体 57団体 51団体

地域包括ケア
推進課

地域包括支援センターの機能強化
地域包括支援
センター設置数

14ヶ所 14ヶ所 14ヶ所

地域包括ケア
推進課

地域包括支援センター出張相談窓口 相談件数 60件 53件 59件

126 地域包括支援センターの周知
地域包括ケア

推進課
地域包括支援センターの周知 - - - -

127
高齢者の地域の支え合いの体
制づくり

地域包括ケア
推進課

地域ケア会議開催
①個別ケア会議

②全体会議
①100回
②100回

①94回
②100回

①74回
②98回

128
認知症サポーター養成講座の
開催

地域包括ケア
推進課

認知症サポーター養成講座の開催
認知症サポー
ター養成数

9,000人 9,508人 9,249人

125
地域包括支援センターの機能
強化

⑮ 介護支援
の充実

介護サービスの充実
を図ることで、介護者
の負担を軽減する

地域での支え合いに
より、介護者の負担
を軽減する
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度※
（令和7年度）

開始年度
（令和4年度）

今年度
（令和6年度）

市民協働課 女性の生き方相談 相談件数 384件 243件 352件

市民協働課 男性の生き方相談 相談件数 163件 143件 144件

市民協働課 女性のための法律相談 相談件数 180件 107件 132件

130 女性相談
こども家庭

支援課
女性相談 - - - -

131
男女共同参画の意識の醸成
のための各種講座やイベント
等の開催

市民協働課 講座等の開催
定員に対する
参加人数の

割合
90.0% 66.1% 62.7%

132
男女共同参画の意識の醸成
のための情報誌・リーフレット
等の配布

市民協働課 情報誌等の配布 回数 5回 5回 6回

133
市の刊行物における男女共同
参画の視点に配慮した表現の
周知

市民協働課 市の刊行物への配慮した表現の周知 回数 1回 1回 1回

リプロダクティブ・ヘルス
／ライツについて学習
機会を提供する

134
リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツの理解のための講座等の開
催

市民協働課 講座等の開催
定員に対する
参加人数の

割合
90.0% 32.5% 80.0%

135 人権教育・啓発活動の促進 指導課 人権教育・啓発活動の促進 実施校の割合 100% 100% 100%

136
青少年のインターネット安全利
用のための啓発

青少年課 インターネットリーフレットの配付 配布数 6,000枚 5,852枚 5,903枚

137
教職員を対象としたキャリア教
育についての研修

総合教育
センター

教職員対象キャリア教育研修
アンケートによ
る満足度調査

97.0% 96.1% 97.2%

138
公民館での講座の開催（男女
共同参画社会の実現を目的と
した事業）

公民館
公民館での講座の開催
（男女共同参画社会の実現を目的とした事
業）

事業数
延参加者数

5事業
延400人

3事業
延112人

未実施

139
図書館資料の提供を通じた学
習機会の充実

西図書館 男女共同参画に関する資料の展示 実施回数
4回（4館で年1
回ずつ実施）

2回 4回

生き方相談・女性のための法
律相談

男女共同参画の視
点からの制度・慣行
の見直しを行う

⑰ 男女共同
参画に関
する教育・
学習の機
会の充実

教育の場における男
女共同参画推進のた
めの意識の醸成を図
る

⑯ 男女共同
参画推進
のための
啓発・相
談

男女共同参画の視
点に立った相談業務
の充実を図る

129

男女共同参画推進のための意識改革、理解の促進方針7
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２．第４次船橋市男女共同参画計画の評価について 

（１） 評価方法 

〈評価作業の流れ〉  

⑥

船
橋
市
男
女
共
同
参
画
庁
内
連
絡
協
議
会
で
の
評
価

、
推
進
委

員
会
の
意
見
を
踏
ま
え
た
事
業
評
価
報
告
書
を
作
成
し

、
配
布

（
市
民
協
働
課

）事
業
の
実
施

（
事
業
担
当
課

）

事
業
評
価
報
告
書

（
案

）
作
成

（
市
民
協
働
課

）

進
捗
状
況
に
関
す
る
総
合
的
な
評
価

（
船
橋
市
男
女
共
同
参
画
庁
内
連
絡
協
議
会

）

進
捗
状
況
に
関
す
る
意
見

（
船
橋
市
男
女
共
同
参
画
推
進
委
員
会

）

（
事
業
担
当
課

）

② ③ ④

「第４次船橋市男女共同参画計画」（令和４年度～令和８年度）では、男女共同参画を推進

するため、施策の方針・方策に沿って186の事業を実施することとしています。さらに本計

画を総合的かつ効果的に推進していくため、計画の進捗状況について定期的に点検・評価

を行うこととしています。

本計画の進捗状況の評価にあたっては、計画に掲げる施策が男女共同参画社会の形成の

推進にどのような形で効果をもたらしているのかについて、まず、各事業担当課において

「男女共同参画に配慮した項目」及び「第４次計画に掲げている方策の観点からの自己評

価」の２点について自己評価を行いました。

次に船橋市男女共同参画庁内連絡協議会における進捗状況に関する総合的な評価を経て

船橋市男女共同参画推進委員会にて進捗状況に関しての意見をいただきました。

⑤①

第
４
次
船
橋
市
男
女
共
同
参
画
計
画

個
別
事
業
評
価
シ
ー
ト
の
作
成
依
頼

（
市
民
協
働
課

）

個
別
事
業
評
価
シ
ー
ト
の
提
出
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（２）評価結果

3.男女が政策、方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した 31

4.家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した 83

第４次計画に掲げている各事業について、どの程度効果があったのか自己評価をし

た結果は以下のとおりです。

　A「効果があった」が102事業、B+「ほぼ効果があった」が42事業、B「ある程度効果

があった」が38事業、C「あまり効果がなかった」が3事業、また、事業中止等により評

価ができなかった事業が１事業という結果になりました。また、方針ごとの自己評価

からは、各方針の6割以上の事業がA「効果があった」またはB+「ほぼ効果があった」

と評価していることが読み取れます。昨年度（令和５年度事業評価）に引き続き、各事

業を通し、性別にとらわれることなく、その個性と能力を十分に発揮できる豊かな社

会の実現を目指していくことが大切です。

令和６年度に実施した延べ186事業のうち、男女共同参画に配慮した項目に関し

て、各事業担当課が自己評価した全体の結果は以下のとおりです。

事業全体を通して、「男女の個人としての尊厳を重んじ、男女の差別を無くすことに

配慮した」の項目が最も多く、次に「家族を構成する男女が家庭生活との両立ができ

るように配慮した」となっており、男女共同参画の推進に向けて各事業担当課の多く

が人権の尊重と家庭生活へ配慮をして事業を実施していると考えられます。

2.固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した 74

〇男女共同参画に配慮した項目（複数選択可）

評　価　項　目 評価数

1.男女の個人としての尊厳を重んじ、男女の差別を無くすことに配慮した 128

①

②
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Ａ 効果があった

Ｂ+ ほぼ効果があった ※事業中止等で実績のない

Ｂ ある程度効果があった 1事業は評価無しとし、

Ｃ あまり効果がなかった 合計には含めていない。

合計

A B+ B C

1 政策･方針決定過程への女性の参画の拡大 6 6 6 0

8 3 7 0

3 誰もが安心して暮らせる環境の整備 29 8 9 1

4 女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり 13 5 3 0

5 配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進 9 0 0 0

6 育児・介護の支援基盤の整備 31 17 10 1

7 男女共同参画推進のための意識改革、理解の促進 6 3 3 1

2 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 （ワーク・ライフ・バランス） 18

59

47

21

9

13

185

18

○方針ごとの自己評価

評価結果数
方針 合計

38

3

42

〇事業の自己評価（全体）

評　価　結　果 評価数

102

Ａ
102
55.1%

Ｂ+
42

22.7%

Ｂ
38

20.5%

Ｃ
3

1.6%

評価数及び割合

33.3%

44.4%

61.7%

61.9%

100.0%

52.5%

46.2%

33.3%

16.7%

17.0%

23.8%

28.8%

23.1%

33.3%

38.9%

19.1%

14.3%

16.9%

23.1%

0.0%

2.1%

7.7%

1

2

3

4

5

6

7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

方針ごとの自己評価別割合
A B+ B C
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3.個別事業評価シート

課題Ⅰ 男女が共に活躍できる環境づくり
政策・方針決定過程への女性の参画の拡大方針1
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雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）方針2
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誰もが安心して暮らせる環境の整備方針3

課題Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現
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女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり方針4

課題Ⅲ 配偶者等からの暴力の根絶
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配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進方針5
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育児・介護の支援基盤の整備方針6

課題Ⅳ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備
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男女共同参画推進のための意識改革、理解の促進方針7
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船橋市男女共同参画推進委員会設置要綱  

 

（設置）  

第１条 本市の男女共同参画社会の形成の推進にあたり必要な事項について広

く意見を求めるため、船橋市男女共同参画推進委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。  

（所掌事項）  

第２条 委員会は、次の事項について協議し、その結果を市長に報告する。  

⑴ 船橋市男女共同参画計画に関すること。  

⑵ 男女共同参画社会の形成の推進に関すること。  

⑶ その他男女共同参画に関連する施策に関すること。  

（組織等）  

第３条 委員会は、委員２０人以内で組織する。  

２ 委員は、男女共同参画社会の形成について理解と熱意のある学識経験者及び

市民のうちから市長が委嘱する。  

（会長及び副会長）  

第４条 委員の互選により会長及び副会長を置く。  

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。  

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議）  

第５条 委員会の会議は、会長が招集し、会長が議長となり、議事を整理する。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、分科会を設置することができる。  

（参考意見等の聴取）  

第６条 委員会において必要があると認められるときは、関係者の出席を求め  

参考意見又は説明を聴くことができる。  

（任期）  

第７条 委員の任期は、２年以内とする。ただし、３年目が計画策定年にあたる

場合の任期は３年以内とする。いずれの場合も、再任を妨げない。  

２ 前項の委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。  
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（事務局）  

第８条 委員会の事務局は、市民生活部 市民協働課が行う。  

（公務上の災害補償）  

第９条 委員が公務上負傷した場合には、議会の議員その他非常勤の職員の公務

災害補償等に関する条例（昭和４２年船橋市条例第３３号）の規定を準用する。 

（補則）  

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、会長が

委員会に諮って定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成５年４月１日から施行する。  

（船橋市女性問題懇談会の廃止）  

２ 船橋市女性問題懇談会設置要綱（船橋市要綱）は廃止する。  

   附 則  

この要綱は、平成５年４月１日から施行する。  

   附 則  

この要綱は、平成７年４月１日から施行する。  

   附 則  

この要綱は、平成１３年７月１日から施行する。  

   附 則  

この要綱は、平成２０年１０月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則  
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この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  
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所属 氏名
会長
副会長

1 弁護士 泉
イズミ

　響子
　キョウコ

会長

2 大学教授 黒田
クロダ

　友紀
ユキ

-

3 船橋商工会議所 松本
マツモト

　初惠
ハツエ

-

4 公益社団法人船橋青年会議所 大原
オオハラ

　夢
ユカ

果 -

5 船橋市ＰＴＡ連合会 高橋
タカハシ

　利明
トシアキ

-

6 船橋市保育園父母会連絡会 木暮
コグレ

　卓
タカヨシ

義 -

7 船橋市民生児童委員協議会 亀ヶ谷
カメガヤ

　俊夫
トシオ

-

8 船橋市自治会連合協議会 文川
フミカワ

　和雄
カズオ

-

9 船橋ＳＬネットワーク 平山
ヒラヤマ

　優子
ユウコ

-

10 船橋人権擁護委員協議会 山口
ヤマグチ

　美惠子
ミエコ

-

11 認定ＮＰＯ法人ＪＡＳＨ日本性の健康協会 橋本
ハシモト

　知枝
チエ

-

12 奥田
オクダ

　公恵
キミエ

-

13 木下
キノシタ

　幸治
コウジ

-

14 藤井
フジイ

　健
ケン

-

第１８期船橋市男女共同参画推進委員会委員名簿

学識
経験者

市
民

団
体
推
薦

市民公募
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船橋市男女共同参画庁内連絡協議会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 本市における男女共同参画に関連する施策について、関係各課相互間の事務の綿

密な連絡を図るとともに、総合的かつ効果的な施策を推進するため、船橋市男女共同参

画庁内連絡協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所管事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を行う。 

⑴ 男女共同参画計画の策定及び推進に関すること 

⑵ 各課における男女共同参画政策の連絡及び調整に関すること 

⑶ 男女共同参画政策に関する調査及び研究に関すること 

⑷ その他男女共同参画政策に関すること 

（組織） 

第３条 協議会は、別表に掲げる者及び会長が指名する所属長をもって組織する。 

２ 協議会に会長及び副会長を置く。 

３ 会長は市民生活部長、副会長は会長が指名した者とする。 

４ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故のあるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第４条 協議会の会議は、必要の都度会長が招集する。 

２ 協議会の議事の進行及び整理は、会長が行う。 

（研究部会） 

第４条の２ 協議会には、必要に応じ、研究部会を置くことができる。 

２ 研究部会の座長は、互選とする。 

３ 研究部会の委員は、協議会委員が推薦する職員の中から会長が指名する。 

４ 研究部会は、協議会の指示に従い、必要な協議を行うとともに、その結果を会長に報

告するものとする。 

（参考意見等の聴取） 

第５条 協議会及び研究部会において必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、

参考意見又は説明を聴くことができる。 

 （庶務） 

第６条 協議会の庶務は、市民生活部市民協働課が行う。 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定

める。 

 附 則 

この要綱は、昭和６１年２月１日から施行する。 

（船橋市婦人問題行政連絡協議会設置要綱の廃止） 

２ 船橋市婦人問題行政連絡協議会設置要綱（昭和５３年船橋市要綱）は、廃止する。 
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附 則 

この要綱は、平成元年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２年１２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年１１月８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表 

市民生活部 部長 

市民協働課長 

自治振興課長 

市民安全推進課長 

市長公室 危機管理課長 

市民の声を聞く課長 

国際交流課長 

企画財政部 政策企画課長 

総務部 総務法制課長 

人事課長 

高齢者福祉部 高齢者福祉課長 

介護保険課長 

地域包括ケア推進課長 

健康部 健康政策課長 

地域保健課長 

福祉サービス部 福祉政策課長 

地域福祉課長 

障害福祉課長 

生活支援課長 

こども家庭部 こども政策課長 

こども家庭支援課長 

児童相談所開設準備課長 

地域子育て部 保育入園課長 

保育運営課長 

地域子育て支援課長 

療育支援課長 

経済部 商工振興課長 

消費生活センター所長 

管理部 教育総務課長 

学校教育部 学務課長 

指導課長 

総合教育センター所長 

生涯学習部 社会教育課長 

青少年課長 

中央公民館長 

西図書館長 

消防局 総務課長 
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警防課長 

農業委員会事務局 事務局長 
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